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プーチン＝メドヴェージェフ政権下のロシア政治 
―金融・経済危機をめぐる問題との関連で―
河　原　祐　馬
は じ め に
　1985年３月にソ連共産党書記長に就任したミハイル・ゴルバチョフによっ
て推進されたペレストロイカ政策は，植民地帝国としてのソ連邦の矛盾を一
挙に噴出させる結果となった。特に，ソ連共産党の民族政策に関わる一連の
情報公開を可能なものにしたグラースノスチ政策は連邦内の諸民族の民族的
自覚を呼び起こす上で決定的な役割を果たした。ペレストロイカ政策に端を
発したこうした新たな社会的変化の中で生じた諸民族の民族的自覚とそれを
契機とする連邦からの分離独立運動の展開は，最終的に多民族国家としての
ソ連邦をその崩壊へと導いていった。こうした民族問題と共に，「市場社会主
義」の名の下に推進された経済的諸改革の破綻および共産党の権威失墜に帰
結する憲法改正や大統領制の導入といった一連の政治改革によってひき起こ
された連邦秩序の実質的な喪失がソ連崩壊の主たる要因であった。1991年12
月，東スラヴ三国首脳によるベロヴェーシ合意およびアルマアタ会議におけ
る CIS（独立国家共同体）の結成宣言を経て，ソ連邦は約70年にわたるその
存在を歴史的に終えることになった(1)。
　このソ連邦の崩壊を経て形成された現ロシア連邦は，かつての社会主義体
制から未知なるそれへの新たな政治的かつ経済的領域における「二重のシス
テム転換」という厳しい現実的課題を抱えながら，きわめて不安定かつ不透
⑴　河原祐馬2006「ソ連邦の崩壊とロシア・ナショナリズム―民族のプライドと国民的
アイデンティティ―」玉田芳史・木村幹編『民主主義とナショナリズムの現地点』ミ
ネルヴァ書房，210-211頁を参照。
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明な時代状況を呈することになった。ゴルバチョフに代わって新たなロシア
国家の指導者となったボリス・エリツィンの約８年間にわたるその施政は，
政治・経済両面における「迷走」以外の何ものでもなかった(2)。1991年８月
の連邦政府保守派によるクーデター未遂事件以後，エリツィン政権内には，
イゴール・ガイダールを中心とする改革派によって平均年齢44歳の政府が組
閣され，1992年１月以降，同内閣は，通貨改革によるルーブリの安定化を目
指して，IMF モデルに従った財政緊縮および価格自由化政策に本格的に着手
し始めた。しかし，旧東欧諸国にも導入された，このいわゆる「ショック療
法」による経済改革の推進は，市場経済政策の断行を試みるエリツィン大統
領の執行権限に対して，守旧的な旧共産主義勢力を主体とする議会側の激し
い抵抗を招き，以後，この両者の対立を主軸として，政権内の分裂が急速に
加速する。この対立は1993年の大統領側による議会の武力制圧に帰結し，こ
の政治危機を経て，同年12月の新憲法制定のための国民投票および新議会選
挙の実施へと至ることになる。
　エリツィン時代の最初の政権であったガイダール内閣およびその後継の
チェルノムイルジン内閣が取り組まねばならなかった問題は，大局的には，
市場化を中心とした新ロシア国家の移行期における重層的な次元でのシステ
ム転換を如何に迅速かつ効果的に実現していくかということであった。ガイ
ダールおよびチェルノムイルジン両内閣によって推進され，IMF や世銀の支
援を受けてなされた，いわゆるマネタリスト的手法を中心としたこの国際協
調的な経済改革は，「所有や経済管理機構を含めた社会主義経済システムを総
体的に短期間のうちに市場システムへ転換する一方で，それにより生じる経
済的な歪みは緊縮的な金融・財政政策，社会的セーフティ・ネットにより除
去することであり，IMF や世界銀行は経済システム転換資金を融通する一方
で，これらの政策をコンディショナリティとして課す(3)」ものであったが，
⑵　同上，211頁を参照。
⑶　吉井昌彦1997「ロシア移行期経済の比較分析と諸問題」『ロシア・東欧学会年報』第26
号，21頁。
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しかし，同経済改革は移行期の混乱を乗り切ることができずに頓挫し，それ
は，結果として失敗に帰することになるのである。
　この時期，ロシアが実際に辿った流れは，予算段階での財政赤字を処方箋
内に抑えながらも，執行段階では赤字幅が大きく膨らむというパターンの繰
り返しであり，特に，商業銀行システムの創設という課題において政府がイ
ニシャティブを取らず，故に，ロマン主義的市場原理主義と揶揄されたエリ
ツィン時代初期の経済政策は「マフィアのような非合法組織が商業銀行の代
替的機能を果たす」銀行機能不在の状態へと帰結する(4)。こうした状況下，
インフレによる相次ぐ商業銀行の倒産は自国通貨に対する国民の不信を増大
させ，また，銀行による審査能力の欠如は企業に対する融資を鈍らせ，さら
に，資金不足の企業はバーター取引や裏帳簿による脱税に走り，結果，政府
は低い税収入の下での財源確保に奔走するというこうした悪循環の構造は，
市場経済が正常に機能する上での前提となる「家計，銀行，企業，政府の４
部門間の信用」の創出を大きく損なうものであったと考えられる(5)。
　移行期のロシアにおける経済安定化政策が成功裡に導かれなかった主たる
理由としては，移行開始直後の政治指導者層の市場経済についての認識不足
もさることながら，先述したように，改革を指導する大統領と現状維持志向
の強かった議会との間の慢性的な権力闘争による政治的混乱の影響を指摘す
る必要があるであろう。1993年の政治危機以後に成立した「93年憲法体制」
成立後のロシアにおいても，大統領と議会との間の政争はひき続き継続し，
こうした両者の対立の先鋭化のプロセスは，1996年の大統領選挙を経て２期
目に入ったエリツィン政権の権力基盤を確実に脆弱かつ不安定なものにして
いった。1996年から99年にかけてのエリツィン時代後半期におけるチェルノ
ムイルジン内閣からステパーシンのそれへと至る数次にわたる首相交代劇は
当時のこうした政治的混乱を何よりも如実に示したものであると言えるだろ
⑷　西村厚2002「ロシア経済の選択」『ロシア・東欧研究』第31号，８頁。
⑸　隈部謙作・遊佐弘美2001「ロシアをどのように資本主義化するか（下）」『世界週報』
２月６日号，16頁を参照。
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　約８年間にわたるエリツィン大統領の時代において，ソ連時代の社会主義
的計画経済システムは最終的に崩壊し，ロシアには「変異体的市場経済」と
でも呼ぶべき特異な状況が次第に優勢なものとなっていく(6)。民営化プロセ
スにおける国有財産の収奪，脱税の温床としてのバーター取引，マフィアの
横行による経済の犯罪化，国家機構の機能不全およびそれ故の資本逃避と
いった様々な否定的現象が現れ，ロシアの経済実績はエリツィン大統領の時
代を通じてその GNP が半減したと言われる程度にまで大きな落ち込みを見
せた。さらに，こうした経済状況の下，失業と貧困の増大，汚職や凶悪犯罪
の横行，出生率の低下と死亡率の増大にともなう著しい人口の減少といった
深刻な社会現象が惹起した(7)。
　また，こうしたネガティブな経済的現実と密接に連動する形で，エリツィ
ン大統領の時代は，先に示したように，政治的にも大きく混乱した時代であっ
た。大統領府と議会との慢性的な対立，恣意的な大統領令の乱発，中央と地
方の確執，未発達な政党組織，選挙ブロックの離合集散，オリガルヒ（政商）
や，いわゆる「ファミリー」による少数者の寡頭政治，大統領晩年の頻繁な
内閣改造など政治的安定にとって否定的なこうした様々な現象は，結果的に
連邦国家の権力基盤を著しく弱体化させ，かつ，中央政府の権限を大きく制
約させるものとなった。こうした国家権力の弱体化の中で国家が本来担うべ
き安全保障や社会保障といった基本的な責務は大きく損なわれ，それ故に，
多くのロシア国民の意識において再び自国に確固たる秩序をもたらす，いわ
ゆる「鉄の手」をもつ強き指導者に対する期待が大いに高まることになるの
である(8)。
　以上のようなエリツィン政権下の政治的かつ経済的展開の中で，アジアの
それに端を発したロシアにおける1998年の金融危機は，IMF 主導で進められ
⑹　エルマン，マイケル2001「エリツィン時代のロシア経済」下斗米伸夫編『ロシア変動
の構図―エリツィンからプーチンへ』法政大学出版会，43頁を参照。
⑺　河原2006前掲論文，215-216頁を参照。
⑻　同上216頁を参照。
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た1990年代の同政権による欧米モデルに基づく改革プロセスに最終的な終止
符を打たせる決定的な契機となるものであった。この金融危機を境として，
その後，実質的な意味でのロシア政治の変質の潮流が形成されていった。後
継のプーチンによる改革は，ロシアの現状に対する強い危機意識を踏まえて，
同国の国際競争力の向上を促すことを目的とする世界経済との統合および社
会・政治秩序の回復を目的とする中央集権的な「強いロシア」の復活を企図
する諸政策を中心に展開された。こうした文脈の下，プーチンとメドヴェー
ジェフとの連携によって形づくられた，いわゆるタンデム政権内には，国営
企業の民営化を目指す自由経済グループと国家資本主義の強化を目指す治安
関係者たちから成るシロヴィキという相対立する２つの政治グループの流れ
が形成され，2008年にロシアを襲った世界金融危機は同政権内のこうした対
立の構図をさらに鮮明に浮き彫りにする結果となった。
　現在のロシアにおける経済改革をめぐる問題には軍や年金のそれを含めた
解決すべき一連の懸案が密接に関わっており，ロシアが長年にわたって内外
から懸念されてきたエネルギー産業偏向の経済パターンから如何に脱却して
いくことができるのかが，同国における今後の政治的安定と民主主義の発展
をめぐる問題を占う上での主要な論点の一つになっている。本稿では，プー
チン＝メドヴェージェフ政権下でのロシア政治の展開について，主として，
同国における金融・経済危機を中心とした経済的要因をめぐる問題との関連
において論じていきたい。その際，特に，1998年および2008～09年にロシア
が経験したこの２つの経済上の「危機」がその後の同国における政治的プロ
セスに与えた影響についての比較的考察を通して，現下のロシアが抱える政
治的諸課題について，同国の安定と民主主義の行方をめぐる問題を視野に入
れつつ，俯瞰的に見ていくことにしたい。
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Ⅰ　「98年危機」とエリツィン時代の終焉
　１　1998年の金融危機
　1998年８月，前年の７月に始まったアジアのそれを引き金として，ロシア
においても金融危機が訪れる。当時，石油，天然ガス，金属および材木がロ
シアの輸出の80％以上に達しており，原油をはじめとするこうした一次産品
を歳入の主たる財源とするロシアの経済構造は国際価格の変化に対するその
脆弱性を露わなものにした(9)。同国では，「1995年以後，インフレが終息する
なかで，財政赤字の補填を非インフレ的財源すなわち短期国債に依存する」
ようになっており，「歳入は不十分で，歳入に占める非通貨決済比率は増加
し，国債が歳入を補う効果も低下」していた(10)。また，「96年に国債保有が
非居住者に開放され，先物契約により国内商業の対外負債は大幅に膨張した」
状態にあった(11)。1997年前半期において，ロシア経済は幾分改善の兆しを見
せ始めていたが，生産力の落ち込みや国内での社会的騒乱を回避するために
意図的に設定された自国通貨ルーブリと他国通貨との交換レートおよび慢性
的な財政赤字の存在が，同国におけるこの金融危機の背景にあった。
　こうした経済的危機と共に，エリツィン時代末期のロシアは数多の内閣改
造に色取られた政治的危機の時代でもあった。1998年３月23日，チェルノム
イルジン首相をはじめとする全閣僚が突如解任され，代わって，エネルギー
担当相であったセルゲイ・キリエンコが首相代行に任命された。エリツィン
大統領はこの時点ではまだ次期大統領選への出馬に執着しており，この首相
解任劇の背景には彼にとって強力な競争者となり得るチェルノムイルジンの
政治的排除という同大統領の多分に志意的な判断があったとされる。４月23
⑼　LLC. 2010. Economic History of Russia : 2008-2009  Russian Financial Crisis, 
Eurasian Land Bridge, Russian Ruble, 1998 Russian Financial Crisis, Pomor Trade 
(Books LLC), p. 1.
⑽　溝端佐登史1999「ロシアの市場移行：移行10年の教訓と展望」『ロシア・東欧学会年
報』第28号，15頁。
⑾　同上，15頁。
プーチン＝メドヴェージェフ政権下のロシア政治
58
203
???
日，ロシア下院は35歳のテクノクラートであるキリエンコを新しい首相とし
て承認した。同内閣は，通貨を支え，海外からの投資資本の逃避回避を主眼
とする政策を実施し，同６月，キリエンコは GKO（主にルーブリ建ての短期
国債の利回り）の利率を150％に高めたが，状況は国内債務の不規則な支払い
によって悪化した(12)。７月13日，改革の支援とロシア市場の安定化のため，
IMF と世銀の金融パッケージが承認されたが，こうした緊急救済措置の実施
にも拘わらず，７月のロシアの負債に対する月間の利子支払いは同月の税収
入を40％も上回るものとなった(13)。
　ロシア政府の金融政策の進展に対する不透明さは，海外投資家たちをルー
ブリや有価証券といった資産の売却へと走らせ，それはルーブリ安の流れを
増幅させた。当時，ロシアでは変動相場制と固定相場制を組み合わせたフロー
ティング・ペッグ・システムを採っており，ルーブリとドル交換レートの変
動固定幅を「5.3～7.1」とする金融政策が実施されていたが，同国の中央銀
行は，こうしたルーブリ安の流れに対して，この変動固定幅を維持すべく，
1997年10月１日から翌98年８月17日までの間に，推計で270億ドルもの外貨
（８月前半だけで38億ドル）を費やしていた(14)。ルーブリのレートを維持す
るための中央銀行の支払準備金は減少し，1998年８月10日を境にして，銀行
は自己所有の国によって発行された有価証券を売却し始め，また，外貨の買
い急ぎが始まった。この動きの中，８月11日にはドルの価格は上記の変動固
定幅を超えて上昇し，後に「ブラック・サーズデイ」と呼ばれる８月13日を
迎えた。この日，銀行側のドルに対する需要は，供給側の約20倍となり，株
式市場は価格の急落により，たった35分で閉じられる事態となった(15)。
　８月17日，ロシア政府および中央銀行は，以下のような共同声明を出した：
⑴ルーブリとドルとの取引幅を「5.3～7.1」から「6.0～9.5」へと拡大する
⑿　LLC 2010, op. cit., p. 2.
⒀　Ibid, p. 2.
⒁　Ibid, p. 3.
⒂　メドヴェージェフ，ロイ1999，海野幸男・渡辺寛美訳『ロシア危機1998年夏』現代思
潮社，12頁を参照。
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こと，⑵ルーブリ建ての負債は後ほど声明する然るべきやり方で立て直すこ
と，⑶一定の負債および先物の通貨契約をはじめとする幾つかの銀行の支払
い義務に対する90日間の一時的なモラトリアムを行うこと(16)。この声明は
ルーブリの事実上の平価切り下げを認めるものであったが，ルーブリの公式
レートは，８月19日には１ドル＝７ルーブリまで下がり，同26日の MICEX
（モスクワ銀行間通貨取引所）におけるルーブリとドルとの取引停止という
状況を経て，９月２日，政府および中央銀行は，従来のフローティング・ペッ
グ政策を放棄し，ルーブリを自由に変動させる決定を行った(17)。これによ
り，９月21日までにドルに対するルーブリの交換レートは「21」となり，一
月前のレートと比べて約３分の１の水準にまで減価した(18)。
　２　「危機」後の政局
　８月危機の結果，大手のインコムバンクをはじめとする数多の銀行が倒産
し，ロシアにおける同年のインフレ率は84％に達した。福祉コストが増大し，
国内の食料品のほとんどすべての価格はほぼ100％上昇した。ルーブリの実質
的な目減りによる食品価格の上昇は消費の減退へとつながり，結果，政府に
よる危機予防に対する市民の信頼は著しく低下した。10月７日にはモスクワ
をはじめとする多くの都市で大規模なデモが起こり，同20日には市民による
夜間の抗議デモを最大５日間禁止する大統領令への署名がなされた。金融危
機は地方予算にも影響し，住宅供給および公共サービスのための補助金は大
きな落ち込みを見せた。こうした中，たとえば配給制の導入や連邦に対する
税の支払い停止など危機の深まりに対する緊急事態的な措置を試みる地方の
知事たちも現れた(19)。「危機」後の以上のような展開は，国内のエリツィン
大統領の支持率をさらに低下させ，それは同政権の終焉へと至る議会との対
立を軸とした政治的危機の深化へと帰結した。
⒃　LLC, op. cit., p. 3.
⒄　メドヴェージェフ前掲書，11-12頁を参照。
⒅　LLC, op. cit., p. 4.
⒆　Ibid.
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　1998年８月23日，任命されてまだ間がないキリエンコ首相をはじめとする
全閣僚が解任された。この突然の内閣改造の背景には，８月17日のルーブリ
切り下げをはじめとする金融危機を招いた政府による経済政策失敗の責任を
キリエンコに押しつけ，その責任追及を逃れようと試みるエリツィン大統領
とその側近たちの政治的な意図があったとされる。同年５月以後，大統領弾
劾の動きが下院および地方議会において強まり，８月21日に臨時に開催され
た下院本会議では，キリエンコ首相を非難し，大統領の自発的辞任を求める
決議が採択されていた。エリツィン大統領は，国の経済的崩壊をくい止める
ことが必要であると宣言し，キリエンコに代わって，３月に解任されたばか
りのチェルノムイルジン前首相を首相代行に任命した。この人選は，2000年
６月の大統領任期の終了を迎えるに当たって，エリツィン大統領が自らの後
継者としてチェルノムイルジンを指名するであろうことを示唆していた。こ
の時期，健康上の理由もあって次期大統領選挙への出馬を断念していた同大
統領とその取り巻きの「ファミリー」は，軽量級の若いキリエンコに代わっ
て，当時，安定化のシンボルとなっていた経験豊かなチェルノムイルジンを
再任することによって自らの権力延命を図ろうとした。しかし，エリツィン
政権側のこの人選は共産党のゲンナージー・ジュガーノフをはじめとする敵
対する議会多数派の抵抗に遭って難航する。議会における２度にわたるチェ
ルノムイルジンの首相指名の拒否を経て，政治的妥協の産物として，次期大
統領候補としての可能性が低いと目されていた68歳のエヴゲーニー・プリマ
コフ外相がチェルノムイルジンに代わって首相に指名され，これにより，９
月11日，プリマコフ内閣が組閣された。
　プリマコフ首相は，金融危機下での社会騒乱の主因となっていた賃金およ
び年金の遅滞金支払いを最優先事項として約束した上で，自らの内閣に，議
会会派の指導的なメンバーを入閣させ，さらに，７年近く行われてきた従来
の経済改革を「放任政策」として批判し，エリツィン時代初期のマネタリス
ト的なガイダール路線を支持してきた「改革派」を一掃した。このことは同
時に，これまで採られてきた IMF 路線の敗北を意味していた。プリマコフ
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は市場経済の放棄ではなく，適切な管理が必要であるとし，経済に対する国
家管理の強化の下，国家的産業や農工複合体をはじめとする実体経済部門の
国による支援政策を基本的な方向性として打ち出した。こうした政策は，ヤ
ブリンスキーをはじめとするリベラル派の市場経済論者からの厳しい批判に
晒されたが，共産党をはじめとする左派中道の諸政党から広範な支持を受け
た。「ファミリー」を中心とする大統領の側近たちは当初はプリマコフを利用
しつつ，自らの権益を維持しようと図った。しかし，プリマコフの挙国一致
内閣が同国の安定のシンボルとなり，プリマコフの権力基盤が強大になるに
つれて，彼らの権益に対して否定的な姿勢を見せ始めたプリマコフに対して
次第に危機感をつのらせた大統領の側近たちはエリツィン大統領を動かし，
結果，1999年５月12日，プリマコフ首相および閣僚のすべてが突如解任され
るという事態に至った。1999年４月の時点でプリマコフ首相の支持率は６割
を超えており，国民の８割がこの突然の彼の解任を支持しないという意思表
示をした。エリツィン大統領はこの解任の主たる理由として経済政策の不手
際を挙げたが，国民の間でそれを信じるものは誰もいなかった。一時はこの
内閣改造に反対する議会との全面対決の様相を示したが，大統領側による議
会解散の脅しと懐柔策が功を奏して，５月19日，プリマコフに代わって首相
代行に指名されたセルゲイ・ステパーシンが下院において承認された。ステ
パーシン首相は，基本的にプリマコフの路線を継承することを約束し，賃金
および年金の未払い問題の解決など社会政策の実行を強調した。彼はまた，
市場経済化路線の下での所有権の保護や企業精神の重視などの改革路線を掲
げ，また同時に軍産複合体やハイテク産業など工業面での発展や消費物資の
自国生産重視といった政策を打ち出したが，経済問題に関わる重要な閣僚ポ
ストのほとんどはファミリー系の人選によって占められていた。こうして，
同政権の下，プリマコフが敵視したベレゾフスキーをはじめとするオリガル
ヒたちの影響が再び高まった。しかし，この内閣も長くは続かず，1999年８
月９日，ステパーシンも首相就任後わずか３カ月足らずで解任となる。事実
上の解任理由としては，同首相がエリツィン大統領の政敵と目されていたル
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シコフ・モスクワ市長とプリマコフ前首相との選挙連合の結成を阻止でき
ず，これが同大統領の怒りを買ったことなどが指摘されている。このように，
エリツィン時代後半のロシアは，1998年の金融危機を頂点とする経済的混乱
と相俟って，大統領の恣意的な政治介入による政治的混乱の末，文字通り「迷
走」状態の中，ウラジーミル・プーチンの登場を待つことになるのである。
Ⅱ　プーチン時代のロシア
　プーチンは，1999年８月，ステパーシンの解任を受けて，ロシア政府議長
に任命される。議会の解散を恐れた共産党をはじめとする野党勢力はエリ
ツィン大統領によるこのプーチンの首相公認に強い反発を示さず，それまで
無名であったこの人物の首相就任が下院において難なく承認された。一躍，
政治の表舞台に躍り出たプーチンは，この後，ロシア国民に対して，強い指
導者としての自らのイメージをつくり上げていき，第２次チェチェン戦争の
開始に伴う国民の間でのプーチン人気の高揚の中，同年12月31日，エリツィ
ン大統領が任期半ばで突然の辞任を発表する。これを受けて，プーチンが憲
法上の規定により，大統領代行に就任し，こうして，８年半に及んだエリツィ
ン時代はその終焉を迎えた。エリツィン大統領が公式に辞意を表明するに
至った主たる理由としては，2000年６月に予定されていた大統領選挙を待た
ずに，辞任後の自己や側近たちの安全と利益とをひき換えに，政敵たちに準備
の時間を与えぬまま，繰り上げ選挙におけるプーチンの大統領就任に向けて
の選挙戦を有利に導こうとする政権側の政治的意図があったと言われている。
　１　プーチンの改革
　2000年３月26日に実施された大統領選挙において，プーチンは１回目の投
票で52.2％を得票し，難なく大統領に当選する。投票率は68.74％であり，２
位につけた共産党のジュガーノフの29.44％を大きく引き離しての圧勝で
あった。こうしたプーチン人気の要因としては，対外的には，NATO の東方
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拡大やユーゴ空爆，欧米諸国に対する莫大な債務等によりそのプライドが大
きく傷つけられ，また対内的には，マフィアやオリガルヒの横行によって日常
生活が頻繁に脅かされる中，ロシア国民の多くが秩序の回復を希求し，それ
を実現する強い指導者への期待が，対チェチェン問題等で辣腕を振るう彼に
集まったからであると考えられる。同年５月，プーチンは正式にロシア連邦
大統領に就任する。こうして，政治家としての経験の浅かった弱冠47歳のプー
チンが，ロシアの最高権力者の地位に登り詰めることになったのである(20)。
　プーチンにとって幸いであったのは，彼の政界への登場の時期がロシア経
済の回復期と重なっていたことである。ロシアの経済は1998年の金融危機以
降，驚くべき速さで回復へと向かった。この回復の主たる理由は､ 国際原油
価格が1998年に高まりを見せ始め，翌99年から2000年にかけて急激に高騰し
たことである。同原油価格は2000年から2002年にかけて再びやや低下し，そ
れ以降は１バレル当たり100ドルの水準に達しながら，高騰し続けた(21)。こ
の他の回復要因としては，加工食品をはじめとする国内産業がルーブリの下
落による輸入品の価格高騰から利益を得たことや銀行制度への同国経済の依
存度の低さが生産者に対する金融危機の影響を相対的に少なくしたことなど
が挙げられる(22)。こうして，ロシアは1999年と2000年の両年において大幅な
貿易黒字を経験し，同国経済はこの波に乗って急速な回復基調を示し始める
ことになるのである(23)。
⒇　河原祐馬2007「プーチニズム：民主主義へのロシアの道？」『岡山大学法学会雑誌』第
57巻第１号，56-57頁を参照。
　Mcfaul, M. and K. Stoner-Weiss. 2008. “The Myth of the Authoritarian Model”, 
Foreign Affairs, January/February, p. 80.
　LLC, op. cit., p. 5.
　マクフォールとヴァイスは，プーチン時代のロシアにおける経済的回復が同国の政治
に及ぼした政治的影響について，次のように述べている：「増大するエネルギー収入は専
制への回帰を促した。棚ぼた的な石油からの莫大なマネーをもって，プーチンは政治的
権力から独立した資源を厳しく取り締まり，もしくは吸収することができた。クレムリ
ンはユーコスのような企業の乗っ取りという経済的に否定的効果をもつ問題をさほど気
にする必要がなくなり，そして，メディアや市民社会における敵たちを買収もしくは抑
圧するための十分な資源を獲得した」（Mcfaul, M. and K. Stoner-Weiss, op. cit., pp. 
80-81.）と。
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　政権一期目のプーチン大統領が抱える課題とその課題に取り組む上での彼
の基本的な姿勢については，1999年12月28日に行われた演説「千年期の狭間
にあるロシア」および翌2000年２月25日に出された「ロシア有権者への公開
書簡」から，その概要を読み取ることができると考えられる。まず，プーチ
ンはソ連時代末期以来の国際競争力が著しく欠如した自国経済の現状に対す
る強い危機感を表明した上で，貧困との闘いや国民経済の向上を最優先課題
として強調しつつ，こうした経済危機克服に向けた経済社会発展のための前
提を可及的速やかに創出することの必要性について言及する。そうした経済
発展の前提を創出するためには，効率的な市場経済の実現を目指して，長期
的な経済社会戦略を策定し，外国からの投資増大を計り，かつ，科学技術を
重視する産業政策を実施し，また，地下経済を摘発し，さらには，自国経済
を国際経済に積極的に統合することが重要であるとの指摘がなされた(24)。
　プーチンは，犯罪や汚職が蔓延し，効率的な市場経済の実現に向けての政
策がその俎上に乗らない主たる原因を何よりも国家権力の弱体化に求め，そ
の強化こそが急務であると力説した。安定した秩序ある社会を確保するため
に，「民主主義とは法の独裁である」という主張が，こうした強い国家権力に
裏打ちされた法治国家の実現という文脈の下で強調され，特に，連邦法に違
反する形で独自の法律を制定し，あたかも中央から半ば独立状態の様相を呈
していた地方の現状を憂慮し，そうした現状を連邦国家の強化という方向で
是正していくことが肝要であるとの見解が示された(25)。また，その後のプー
チン政権の基本的な性格を理解する上で興味深いことは，最高権力の座を目
前にした当時のプーチンが，実際に市場経済と民主主義の実現に向けた諸政
策を進めていく上で，ロシアが独自の道を模索することの重要性について言
及していることである。プーチンは，「市場経済と民主主義の普遍的な原理を
ロシアの現実と有機的に統合する(26)」ことの重要性を強調する。こうした彼
　河原2007前掲論文，57頁を参照。
　袴田茂樹2000『プーチンのロシア―法独裁への道』NTT 出版，14頁を参照。
　山内聡彦2003『プーチンのロシア』NHK 出版，114頁を参照。
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の観点の背景には，IMF 主導で進められた1990年代後半に破綻するに至った
欧米流の抽象的な理論やモデルに基づく経済政策を中心としたエリツィン政
権下での改革の失敗に対する批判と反省の意味が大きく込められていたと考
えられる。
　2000年５月の大統領としての正式就任以後，プーチンは直ちに国家権力の
中央集権化を目指した政治経済両面での諸改革に取り組んでいく。まず，地
方に対する統制強化措置として，全ロシアに州や共和国を管轄する７つの連
邦管区が設置され，これら管区に大統領の全権代表が配置された。また，地
方自治体の首長が自動的に上院議員となる現行制度が廃止され，さらには，
知事や地方自治体首長が連邦法に違反した場合には大統領が彼らを解任でき
る新たな法的措置が講ぜられた。こうした政治上の中央集権化への動きと共
に，地方をその財政的管理下におくことを目的とする中央主導の徴税システ
ムの導入など経済上のそれへと向けられた一連の政策が遂行されていっ
た(27)。プーチンはまたエリツィン時代に政権内部の「ファミリー」と癒着
し，しばしば脱税と汚職の温床ともなっていたオリガルヒと呼ばれる政商の
統制にも本格的に乗り出し，こうした政商との闘いの過程で，彼らを有力な
スポンサーとする政権に批判的なメディアに対する言論統制政策を敢行し
た。プーチンはまず国家権力の基盤強化を主眼とするこうした一連の中央集
権的な政策を推進した上で，「強いロシア」の復活を目指した新たな経済政策
に着手する。徹底した経済の自由化と国家機関の効率化が主唱され，所得税
率の引き下げや企業への優遇措置の撤廃といった税制改革，財政赤字の縮小，
ロシア経済の復興に不可欠な外貨導入のための金融システムの整備や汚職の
追放など投資環境整備を目的とする一連の政策が矢継早に出され，かつ，そ
の多くが実際に実行に移された(28)。
　以上のように，政権一期目のプーチン大統領の改革目標の主眼は，ロシア
の全体的な秩序の回復とその前提としての国家権力の強化に置かれていたと
　河原2006前掲論文，219頁を参照。
　河原2007前掲論文，51頁を参照。
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考えられる。地方の指導者たちが中央政府の政策を無視する恣意的な行動を
とり，また，犯罪組織が政権の基礎を切り崩し，国家の権威に挑戦する「パ
ラレル・パワー」の様相を呈していたエリツィン時代のロシアは，その強大
な大統領権限とは裏腹に国家権力が極めて脆弱な法的秩序不在のアナーキー
な社会であった。「国家が強力なほど，個人は自由である。民主主義とは法の
独裁である(29)」というプーチン大統領の物議を醸した有名な主張は，前エリ
ツィン政権時代のこうした無秩序な不法状態に対する端的なリアクションと
して唱えられたものであった。最初の大統領時代におけるプーチンの政治手
法は，「管理された民主主義」や「操作された民主主義」といった用語によっ
て表現されたが(30)，こうした彼の強権的な政治手法が多くの国民に肯定的に
受け入れられた背景には，エネルギー産業の成長に基づく好調なロシア経済
とそれに伴う国民生活の改善といった要因もさることながら，ソ連崩壊後の
混乱と無秩序の1990年代を経験したロシア国民の秩序回復とそれを可能なも
のにする強い指導者に対する期待が大きく存在していたからであると言える
だろう。
　２　政権内の権力構図と政権に対する評価
　大統領就任後のプーチンの政権内には，基本的に，以下の３つの主たる政
治グループが存在した。ファミリーは，前政権下でエリツィン大統領の後ろ
盾となり，プーチンへの政権移行を後押ししたグループである。また，シロ
ヴィキは，大統領就任以前のプーチンの経歴と密接な関わりを持つ KGB を
はじめとする軍や治安関係者から成るグループである。同グループは，連邦
保安庁（FSB），警察（内務省），軍（国防省）を中心とした連邦省庁に幅広
く基盤を有しており，プーチン政権内で最大の勢力を形成した。最後に，リ
　「法の独裁」という言葉は，ソ連構成共和国内の分離主義運動を牽制しようとするゴル
バチョフソ連大統領によって，すでに，1991年２月に行われた労働者代表との会議にお
いて用いられていたが，プーチンは，この言葉を2001年１月24日に行われた地方裁判所
の議長会議における自らのスピーチにおいて初めて用いた。
　木村汎2000『プーチン主義とは何か』角川書店，197頁。
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ベラル・サンクト派は，サンクトペテルブルクでの地方官僚時代のプーチン
の知己を中心としたリベラル派の官僚グループである(31)。
　ファミリーは，オリガルヒたちの金脈を利用してプーチンのエリツィン後
継をお膳立てしたグループであり，その意味で，プーチンはこのグループに
対して一定の「借り」があった。それ故，政権一期目のプーチンにとって，
このグループの政治的影響力を徐々に削いでいくことが人事を進める上での
プーチンにとっての基本的な志向の一つとなった。シロヴィキは，プーチン
政権の権力基盤を強化し，国家秩序を維持する上での要としての役割を，ま
た，リベラル・サンクト派は，市場経済を推進し，同国経済のグローバル化
を目指すことで，プーチン政権の改革面での顔となる役割を担っていたと考
えられる。政権一期目のプーチン大統領は，こうした政権内のバランス・オ
ブ・パワーを維持しつつ，これらグループ間の調整者として巧みにその統治
を進めていった。しかし，こうした政権内の勢力バランスは旧政権の残存勢
力たるファミリーを締め出すことにより大きく崩れ，同政権内には新たな形
の権力構図が次第に形成されていった(32)。
　2003年10月のユーコス事件(33)は，ファミリーの退潮を象徴する事件であ
り，この事件を経て，政権内の力関係は基本的に変化していった。当時，国
営企業の経営者たちが政権に対して期待していたことは，エネルギー産業を
中心とした主要産業に対する国家管理の強化であり，こうした彼らの志向は，
国家秩序の回復を重視する政権内のシロヴィキのそれと同じベクトルを持つ
ものであったと考えられる。シロヴィキは政治・経済両面における国家秩序
の回復を目指しており，かつ，こうした国営企業の指導者たちとの関係を通
じて多額の資金源を手にしており，そうした環境が政権内における彼らの勢
　河原2007前掲論文，76頁を参照。
　同上。
　2003年10月，当時ロシア最大手の民間石油会社であったユーコスの代表ミハイル・ホ
ドルコフスキーが脱税容疑で逮捕された。同事件の後，ユーコスの主要企業であったユ
ガンスク・ネフチガスが国営のロスネフチに移管される措置が取られた。この事件の背
後には，国営の石油関連企業の経営者たちの意を組んだシロヴィキ派を中心とする政権
側の意向が大きく働いていたとの疑惑がもたれている（河原2007前掲論文，69頁）。
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力拡大につながったと言われており，ユーコス事件の背後には，エネルギー
産業がもたらす莫大な利益をめぐるシロヴィキと国営企業経営者たちとの密
接な連携があったと見ることができる。この事件を契機として，2003年10月，
ファミリー派のヴォローシン大統領府長官が辞任し，後に大統領となるド
ミートリー・メドヴェージェフ第一副首相が彼の後任となった。さらに2004
年２月，プーチンはカシヤノフ首相をはじめとする全閣僚を解任した。ファ
ミリーの中心的人物であったカシヤノフ首相の後任には，KGB 関係者のミハ
イル・フラスコフが指名された。これにより，ファミリー派は政権内からほ
ぼ一掃される形になった(34)。
　このように，プーチンは政権一期目においてファミリー派を排除し，２期
目になって，自らが主導権を握る形で政権基盤を強化し得る段階に入って
いったと考えられる。その際，政権内では，シロヴィキとリベラル・サンク
ト派の両グループを中心に新たな勢力バランスの調整が進められていった。
中でも，「資産の国家への返還」を合い言葉に国家優位のエネルギー産業の再
編を図り，その過程におけるファミリーの資産の再分配を通じて，政権内で
の基盤を拡大したシロヴィキの動向は，ロシアの政局のその後の行方にとっ
て決定的な意味を持つものとなっていった。シロヴィキは，エネルギー資源
をはじめとする自国の天然資源の国有化のプロセスを通じてこそ，ロシアは
諸外国の国際的な大企業と競合できる地位を獲得できると主張した。こうし
たシロヴィキの主張に沿う形で，プーチン大統領はその政権一期目において，
オリガルヒの利害をでき得る限り排しつつ，エネルギー産業に対する国家に
よる統制強化のための諸政策を通じて，同産業が生み出す莫大な利益を国家
財政に組み込むように努めたと考えられる(35)。
　しかし，調整統治型の政治にこそ自らの権力基盤の源泉を見出してきた当
時のプーチン大統領にとって，力と富を併せ持つシロヴィキが政権内で一方
的な優位に立つといった状況は，客観的に見て，けっして好ましいものであ
　河原 2007 前掲論文，76-77頁を参照。
　同上，77頁を参照。
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るとは言えなかった。2005年の大統領教書で競争と公正さの重視が強調され
た背景には，当時，ガスプロムの会長を兼任するメドヴェージェフ第一副首
相ら閣内では多数派を占めるリベラル・サンクト派の主張が大きく反映され
ていたと言われている(36)。このことは，リベラル・サンクト派がシロヴィキ
による資源の独占を許さず，両グループによるその分割を企図していたこと
を意味しており，これら両グループの政権内でのパワー・バランスをめぐる
問題は，今日に至るプーチン＝メドヴェージェフ時代のロシアにおいても基
本的にひき継がれており，こうした政権内での対立の構図は今後の同国の政
局の行方を占う上で重要な意味を持つものであると考えられる。
　以上のような政治的な展開を示した最初の大統領時代におけるプーチンの
ロシアに対して，同国の民主主義および近代化をめぐる議論との関係で，欧
米を中心に否定的な評価が数多く見られることになったが，このプーチン政
権の時代は，少なくとも，「エリツィン時代におけるロシア国家の漸進的な解
体の過程をくい止めた時代であった(37)」と見なすことができるだろう。プー
チンは，国内秩序の回復に努め，海外からの投資を呼び込み，短期間で高率
の経済成長を実現することに成功した。ロシアの国民総生産は，プーチンが
大統領に就任した2000年に10％の成長を記録して以来，８年連続して4.7～10
％という高い成長率を示している。インフレ率も2006年には９％となり，過
去８年間で最低の水準となった。また，2006年６月には，パリクラブ（主要
債務国会議）との間の約220億ドルの債務を完済することでの合意がなされ
た。莫大な対外債務を完済し，外貨準備高も2,500億ドルを超え，たとえば，
2007年度の国家予算は歳入が７兆ルーブリ（約31兆円）の大型黒字予算となっ
ている(38)。
　下斗米伸夫2005「プーチン後を模索するロシア？」『ロシア・東欧研究』第34号，22-23
頁を参照。
　Lynch, Allen C. 2005. How Russia is not Ruled : Reflections on Russian Political 
Development (Cambridge Univ. Press), p. 154.
　外 務 省 2007「ロ シ ア」http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/russia/data.html 
15.04.2007.
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　こうしたプーチンの時代におけるロシア経済の安定化の背景には，同国に
おける天然ガスや原油資源を中心としたエネルギー産業の急速な成長があっ
た。たとえば，2005年の天然ガスの生産量は約6,400億立法メートルで世界第
一位，また，石油生産量は約４億7,000万トンで世界第２位となっている。天
然ガスや石油からの潤沢な税金の一部を当てた安定化基金も創設され，その
資金は，対外債務が完済された後，保険，教育，住宅および農業の基幹４分
野への重点的な投入が見込まれた(39)。プーチン政権の主たる課題は，ソ連崩
壊後の混乱の中にあったロシア社会に全般的な秩序を回復させることを可能
なものにする「強い国家」の実現であり，その実現のために何よりも求めら
れたのが中央集権的な官僚システムの構築であった。この時期，プーチンは，
大統領としての自らの強力なリーダーシップの下に，こうした中央集権的な
官僚システム構築のプロセスをその実現に向け，迅速に進めていったと考え
られるのである。
Ⅲ　プーチン＝メドヴェージェフ政権下のロシア
　選挙制度の改変を経て，2007年12月に完全比例制の下で実施された下院議
会選挙において，プーチンは与党「統一ロシア」の政党名簿の第１位に名前
を連ね，これにより，同党は全体の64.30％を得票，450議席中315議席を獲得
した。これはプーチンの２期８年の大統領としての実績に対する信任投票を
意味した選挙であり，この選挙でプーチン路線継承への支持が圧倒的多数の
国民により示されたことは，自らの後継候補としてのメドヴェージェフの
プーチンによる指名を事実上可能なものにしたと考えられる。翌2008年３月
に行われた大統領選挙では，メドヴェージェフが全体の70.28％を得て圧勝
し，ここに前政権の政策の基本的な継承を公約するメドヴェージェフ第一副
首相が次期大統領の座を獲得した。プーチンとメドヴェージェフの二人三脚
　木村汎2006「国民の不満に直面するプーチン大統領」『Jiji Top Confidential』７月７
日，６頁を参照。
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を軸として進められたこの２つの選挙において，政権側は「行政資源」を有
効に利用し，また，国民の動員を目的とするロシア人意識の高揚という愛国
主義戦術による大規模なキャンペーンを展開した。こうして，2008年５月７
日，メドヴェージェフが大統領に，また翌８日，プーチンがなお絶大な政治
的影響力を保持しつつ，かねてからの段取りに従って首相に就任したことで，
ここにロシア史上きわめて稀な「２頭（タンデム）体制」が発足した(40)。
　１　「プラン2020」
　2008年２月８日，プーチンは，クレムリンで開催された国家評議会拡大会
議での演説において，今後のロシアの国家発展計画について発表し，同国の
長期的な未来に向けての自らのヴィジョンを具体的な形で示した。プーチン
はまず，オリガルヒや犯罪組織の経済支配，農業の深刻な危機，財政破綻や
高インフレ率といった劣悪な状況のなかで，国家のあらゆる制度が著しく弱
体化した自らが大統領に就任した８年前のロシアの悲惨な状況について言及
し，当時，自国が陥っていたシステム的な危機からの脱却を図るために，何
よりも憲法的秩序の遵守，市民の基本的な社会保障の回復および国家の制度
の強化に力を注いだことを強調した(41)。さらに，プーチンはこうした努力の
結果，国家のそれが唯一のものとなる法的空間が回復し，また，地方の法的
基礎が連邦法に則って据えられ，堅固な政治制度の形成に向けての歩みのな
かで，今や国民の無権利な状態が終わりを遂げ，ロシアが強力な国家として
国際的な舞台に復帰したとして，２期８年にわたる自らの施政を数々の統計
上の数値を示しつつ肯定的に総括した。その上で，「今や我々の前には次の国
内の発展における質的に異なる段階のために経験と資源の蓄積を効果的に利
　河原祐馬2011「ロシアのナショナル・ポピュリズム運動―人種差別問題との関連に
おいて―」河原祐馬・島田幸典・玉田芳史編『移民と政治』昭和堂，125-126頁を参
照。
　Путин, Владимир. 2008. Выступление предидента России на расширенном 
заседании Госсовета, 11.02.2008, Известия, стр. 4.
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用するという課題がある(42)」と述べ，今後のロシアの発展の道として，2020
年までの自国の長期的な戦略について言及した(43)。
　「プラン2020」の名称で知られるこの国家発展戦略はすでに2006年から政府
において審議され，同計画は経済発展貿易省を中心に検討が進められていた。
メドヴェージェフ大統領は，プーチンが上述の国家評議会での演説で提唱し
たこの国家発展戦略との関係で，自由と法の尊重，汚職対策，経済効率の向
上および私有財産の尊重や国営企業数の制限といった経済自由化，さらには，
国民生活の向上を重視する施政方針を示し，いわゆる４つの「I」（Institution, 
Infrastructure, Innovation, Investment）を提唱した(44)。こうした国家発展
戦略構想の背景には，エネルギー産業を主体とする同国の経済構造の脆弱性
を克服するために，経済状態が比較的良好な間に国際競争力を持ち得る新し
い産業部門を国内に育成しようとする政権側の将来を見通した危機的な現状
認識があった。すなわち，エネルギー産業依存型の現下の産業構造のままで
は，国家の安全や市民生活の質的向上に必要な発展を長期的には確保できな
いとの判断の下，こうした偏った産業構造からの脱却を図るために，私的セ
クターへの投資を通じた科学技術の育成をはじめとする経済的な近代化を推
進しようとするのが同構想の主たる目的であった(45)。
　また，この構想のいま一つの特徴は，こうした経済的近代化のための政策
と並んで，同国国民の生活改善を重視する社会変革のための政策を同時に推
し進めようとしていることである。「プラン2020」では，将来における同国国
民の中間層の増大が目されており，この時点で20～25％と推計されていた中
間層を先進的な欧州諸国並みの水準である60～70％へと引き上げることが目
標とされた。『エクスペルト』誌の編集長であるヴェレリィ・ファデーエフは
　Там же.
　河原祐馬2009「ロシア政治における「秩序の制度化」―プーチン＝メドヴェージェ
フ政権の今後を見据えて」島田幸典・木村幹編『ポピュリズム・民主主義・政治指導』
ミネルヴァ書房，135頁。
　外 務 省 2008「ロ シ ア」http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/russia/data.html 
30.09.2008.
　河原 2009 前掲論文，136-137頁を参照。
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当時，この国家発展戦略が，もはや安定の課題ではなく，まさに発展のそれ
であるとした上で，この中間層の問題が社会政治制度の近代化を必要とする
社会的建設といった課題に大きく関わるものであると指摘している(46)。この
問題との関連で，プーチンは2007年10月，2025年までのロシアの人口統計上
の発展に関わる基本構想を承認したが，それは，人口減少に悩まされる同国
の人口的安定と平均寿命の上昇を達成しようとするものであり，その目的達
成に向けた救急医療の環境整備や国民の健康増進のための一連の政策が打ち
出された。このように，国家発展戦略は，基本的に，社会経済的なモデルに
立脚し，左右のイデオロギー対立を越えて，ロシア国民を「超階級的」に動
員しようとする政権側の試みであると言えよう。
　2008年11月５日，大統領就任後初めての年次教書演説において，メドヴェー
ジェフは，自らの政権が個人の自由に基づく公正な社会を目指していること
を強調し，経済の変革や民主主義的な諸制度の発展を妨げる官僚制の弊害に
ついて指摘した。こうした彼の言説は，あくまでも民主主義の歩みが国家の
強化と結びつけられて説明されるプーチンの従来からの主張の延長線上に位
置づけられるものであったと考えられるが，タンデム体制という政権内の基
本的な権力構図において，メドヴェージェフが大統領として担った主たる課
題は，よりリベラルな立場から，たとえば，プーチン２期目の時代において
進んだ国家資本主義の強化の流れに対して，企業家階層の国家からの自立性
を高めるべく，国営企業の民営化プロセスを促進するなど，同国の経済的近
代化に向けた具体的な政策を推し進めていくことであったと考えられる。
　２　2008～09年のロシア金融・経済危機
　ロシアは，2009年，世界的な金融危機の影響をもっとも大きく受けた国の
一つであった。この年，同国の GDP は約８％の落ち込みを見せ，前年の2008
年との間の経済成長率の変化はＧ20の中で最大の規模となった。1999～2008
　Черемушкин, Петр. 2008. С кем лоббировать наши интересы?, 11.04.2008, 
Известия, стр. 5.
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年のロシアは経済的に世界で最も急速に成長した国の一つであった。その間
の同国の成長率は2000年の10％を頂点として，ほぼ５％～８％代を維持して
いた(47)。それはプーチンの「成長の10年」と呼ばれている。2008年の金融危
機直前のロシアは，エリツィン時代と比べてはるかに豊かになっていた。政
府によって積み立てられていた原油価格の下落等の問題に備えた「準備基金」
は1,400億ドルに，また，年金改革に備えた「国民福祉基金」は300億ドルに
達していた。株式市場も順調な歩みを示しており，世銀の世界開発指標によ
れば，同国の GDP に対する市場資本化の割合は117％であり，それは，ほぼ 
OECD の平均水準にあった(48)。また，ロシアの企業は海外に拡大展開し，外
国企業の株の多くを取得していた。上位25の企業による海外資産の保有額は
2006年段階で590億ドルに達し，それは多くの海外投資家たちの目をロシアに
向けさせ，同国を国際市場における第３位の投資先にしていた(49)。
　2008～09年のロシアの金融・経済危機は，主として，2008年８月の対グル
ジア戦争後の政治的懸念による外国資産の流出および国際的原油価格の急落
による同国の経済不振によってもたらされたと考えられる。ロシアは先述し
たように，石油や天然ガス，鉄鋼といった一次産品の主たる輸出国であり，
その経済はこうした石油をはじめとする輸出産品の価格の推移に高く依存し
ていた。この時期における原油価格の国際的な急落はロシア経済を直撃し，
同国の株式市場全体に手痛い影響を与えた。原油価格は2008年７月４日の段
階で１バレル当たり147ドルという記録的な高値を示していたが，同９月15
日，７カ月ぶりに初めて100ドルを下回り，さらに，12月21日には33.87ドル
　外 務 省 2012「ロ シ ア」http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/russia/data.html 
26.12.2012.
　世銀の世界開発指標では，当時のロシアの GDP に対する市場資本化率は上述したよ
うに117％であり，それは，OECD 平均120％よりやや下にあり，フランスと韓国（両国
とも107％）よりやや上にあった。それは，インドや中国（両国とも150％以上）より下
だが，ブラジル（103％）より上であった［Guriev, Sergei and Aleh Tsyvinski. 2010. 
“Challenges Facing the Russian Economy after the Crisis”, in Åslund, Anders, Sergei 
Guriev and Andrew C. Kuchins(eds), Russia after the Global Economic Crisis (CSIS : 
Peterson Institute for International Economics), p. 12.］。
　Guriev, Sergei and Alen Tsyvinski, op.cit., pp. 9-12.
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まで下落し，それは，ピーク時価格の４分の１以下にまで減価した。また，
ロシア経済に対する国家的介入およびグルジアとの軍事紛争に端を発する欧
米諸国との高まる緊張関係に対する海外投資家たちの懸念から，その資産の
多くが同国の国外へと流出した(50)。なかでも，同７月の大手鉄鋼会社メチェ
ルに対するプーチン首相の批判は，海外投資家たちのこうした懸念にさらに
拍車をかけるネガティブな効果を与えた(51)。
  2008年９月までに，ロシア商取引システム（RTS）の株式指数はほぼ54％
急落し，それは世界で最悪の数値を示した。アメリカのサブプライム・ロー
ンに対するロシアの投資も，こうした同国の金融システムの不安定化にマイ
ナスの影響を与えたと考えられる。たとえば，ロシア中央銀行は，米国政府
によって接収されたファニーメイおよびフレディマックの不動産担保証券
1,000億ドル余りを所有していたが，この投資のほとんどは事実上回収不能な
状態に陥った(52)。同９月16日から18日の３日間，MICEX およびドル建ての
RTS での取引は停止となり，10月６日，ロシアの株式市場は１日で18％以上
の下落幅となった。さらに，10月８日，MICEX と RTS は各々，14.4％と
11.3％の急落となり，その市場取引は再び停止された。こうした危機的状況
の中，ロシア中央銀行は，2008年７月から翌2009年１月まで，ルーブリの急
落を抑えるために漸進的な下落政策を採用し，その結果として，同国の外貨
準備（EXR）はピーク時の3,860億ドルから2,100億ドルの水準にまで減少し
た。８月危機の開始から2009年１月の間のドルに対するルーブリの減価幅は
35％であった(53)。
　グルジア軍の南オセチア侵攻に対するロシア軍の反撃が開始された2008年８月８日か
ら15日にかけての一週間だけで，その外貨準備は，164億ドルも減少したとされる（上垣　
彰2009「金融危機・石油価格下落下のロシア経済」『ロシア・東欧研究』第38号，７頁を
参照）。
　2008年７月24日，メチェルの株は，プーチン首相（当時）がその CEO イーゴリ・ジュー
ジンを批判し，メチェルが諸外国に課されたよりも高い価格でロシアに対して資産を売
却した理由で同社を告発した後，ほぼ38％下落した（LLC, op. cit., p. 11.）。
　LLC, op. cit., p. 10.
　Ibid., p. 9.
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 以上のような経緯を辿ったロシアにおける金融・経済危機の原因は複合的
な観点から捉えることが必要であると考えられるが，たとえば，溝端佐登史
は，この時期の「ロシアにおけるインフレを長期金融の未形成，予算・通貨
政策の弱体による国内通貨からの逃避，通貨流通速度の増大という一連の要
因の中においたうえで，その究極の原因を，ロシアに資源依存体質があるこ
と，および西側諸国による反デフレ政策がインフレ輸出を可能にしているこ
とに求めて」おり(54)，また，上垣彰は，「ロシアの危機における GDP 下落
は，サブプライム危機のロシアへの波及による資本流出とともに，石油価格
下落による「交易条件効果」減少が大きな要因をなしていた」と論じた上で，
この金融・経済危機において，「ロシア経済が外国で起きたショックの影響に
傷つきやすい経済であることを露呈した」とし，その文脈において，「モノカ
ルチャー経済から脱却できず，他方で特殊な金融構造（対外的には自由だが，
国内金融構造はプリミティヴ）をもつ国としてのロシアの姿」を指摘する(55)。
Ⅳ　「危機」後のロシア政治の展開
　１　「危機」の政治的影響
　2008～09年の金融・経済危機は，ロシア経済が抱える構造的欠陥を改めて
浮き彫りにし，同国の長期的発展のための近代化政策遂行の必要性を政権側
に再認識させる効果を与えた。「危機」後のロシアでは，脆弱な銀行システム
や巨額の負債を抱える民間セクター，社会保障費の増大，低迷する税収入や
慢性的な失業問題といった同国の国際競争力を妨げる阻害要因が真摯に受け
止められ，これらの問題解決に向けた実効的な対応がその後のメドヴェー
ジェフ大統領による改革要求の中心となっていった(56)。しかし，政権内には
　上垣2009前掲論文，12頁および溝端佐登史2008「ロシアにおける金融・経済危機と市
場構造」『公民論集』No. 17，64頁を参照。
　上垣 同上，14-15頁。
　Mankoff, Jeffrey. 2010. The Russian Economic Crisis, Council Special Report No. 
53 (Council on Foreign Relations), p. 5.
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同時に，同大統領のこうした改革志向に抗して，グローバルな経済統合路線
に反対しつつ，いわゆる国家資本主義の経済モデルを支持するシロヴィキを
中心とした堅固な抵抗勢力が存在しており，国家資本主義に向けての彼らの
動きはこの危機を契機として，さらに加速化する方向に進んでいる。
　ジェフリー・マンコフは，国家資本主義を基調とした経済モデルを是正し
ようとするメドヴェージェフ大統領の改革要求を妨げる主たる障害として，
こうした「官僚―オリガルヒ」エリートたちの抵抗に加えて，大衆による社
会騒乱の可能性を指摘した上で，2008～09年の金融・経済危機がタンデム政
権内の分裂をさらに高めていると論じる(57)。「危機」後の政治状況の中，イー
ゴリ・セーチン第一副首相に代表される経済部門における国家介入の強化を
よしとするシロヴィキを中心とした「プーチンの同盟」が発展の牽引力とし
てのエネルギー産業に依拠しつつ，戦略的な経済部門の国家独占の促進を支
持したのに対して，アレクセイ・クドリン財政相，イーゴリ・シュヴァロフ
第一副首相やエルヴィラ・ナビューリナ経済発展相といったメドヴェージェ
フ大統領の改革路線の支持者たちは，国営企業の民営化と共に，マクロ経済
的な原理原則に焦点を合わせた経済政策の推進を主張した(58)。
　ロシアでは，国家資本主義の流れが顕著な傾向を示しはじめた2003年以降，
天然ガスや石油などのエネルギー，軍事および航空といった戦略的部門は国
有企業によって独占されており，また，自動車およびアルミニウムのような
生産部門は，政府との強い結びつきを有する，たとえば「アルミニウム・チ
タン」のオレク・デリパスカのような有力オリガルヒたちが所有する名目上
の民間企業によって支配されている(59)。国営企業のほとんどは非効率かつ腐
敗した状態にあり，政府によって付与された救済金の多くが一部の関係エ
　Ibid., p. 7.
　Ibid.
　ロシアは先に言及したユーコス事件が起こった2003年頃から，「より国家主義的かつ保
護主義的経済戦略へと転換した。この逆戻りには，国内におけるより大きな権威主義的
および海外でのロシアのパワーのより大きな主張への転換が伴っていた。この国家管理
の再主張およびグローバルな経済統合への抵抗は，金融危機のはじまりと共に加速した」
（Mankoff, op. cit., p. 5.）と考えられる。
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リートたちによって隠匿されていると言われているが，これに対して，民間
企業は未発達の状態にあり，国家の財政的庇護も受けられぬまま，そのほと
んどが脆弱な経営基盤の下におかれている。長期の発展モデルを実現させる
上で，政府はこうした非効率かつ腐敗した国営企業を合理化する必要に迫ら
れているが，メドヴェージェフ大統領時代からプーチン「再登場」の今日に
至るまで，政府内でのこうした国営企業の解体要求は，この問題に利害関係
を有する「官僚―オリガルヒ」エリートの側からの持続的な抵抗に遭遇し続
けていると考えられる。
　2008～09年の金融・経済危機はロシア国民の生活を直撃し，この危機によ
り，タンデム政権に対する国民の支持率は低下傾向を示した。世論財団の調
査結果によると，2008年９月14日の調査では，メドヴェージェフ大統領の支
持率と不支持率はそれぞれ57％および11％であったが，2009年２月15日のそ
れでは，50％および17％となっており，また，プーチン首相については，2008
年９月14日の調査では，支持率と不支持率がそれぞれ75％および６％であっ
たが，同年12月21日のそれでは65％および11％と相対的な落ち込みを見せて
いる(60)。プーチン政権２期目の時代において強まった強権的な政治システム
の正統性を支えるものは同国国民の生活に繁栄を与え得る経済的発展であっ
たと考えられるが，2008～09年の危機のプロセスの中で当時，経済問題の責
任者であったプーチン首相を激しく非難する大衆によるデモが数多く現れ
た。これは，先行の８年間のプーチン時代には見られなかった現象である。
2008年12月には，国内の自動車産業の保護を目的としてなされた輸入中古車
に対する政府の関税引き上げ政策に抗議する形で，ウラジオストックをはじ
めとする20にも及ぶ極東の諸都市で大規模な抗議デモが起こり，政府はデモ
取り締まりのために特別な警察部隊をモスクワから派遣することを強いられ
た。2010年２月に起こったカリーニングラード州における同様の反政府デモ
も，この時期における不当解雇や賃金未払いを伴う経済不振に対する国民の
　兵頭慎治2009「金融・経済危機がロシアの内政・外交に与えた影響」『ロシア・東欧研
究』第38号，19頁を参照。
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不満が同国内に多く存在していることを如実に指し示すものであった。こう
した大衆の抗議デモは全般的な社会騒乱には発展せず，これまでのところ，
あくまでも限定的な規模に止まっていると考えられるが，国営企業の解体を
通じた民営化プロセスの行方が不透明な中，政府がその構造的欠陥を克服で
きぬままに経済的パフォーマンスの持続的な低迷を招いた場合，こうした大
衆の社会騒乱の危険性は今後のロシア政治の展開に無視し得ぬ影響を与える
ものとなることが予想される。
　2008～09年の金融・経済危機は，グローバルな経済へのロシアの統合をめ
ぐる問題についても流動的な状況をつくり出したと考えられる。メドヴェー
ジェフをはじめとするリベラルたちは，「危機」後の状況の中，ロシアを対外
的な資本に開放することによって同国の近代化を促進すべきであると論じた
が，これは具体的には WTO の枠組みに沿う形での同国の貿易体制の開放を
意味していた。一方，「官僚―オリガルヒ」エリートたちはロシアの市場を対
外資本に開放することによって自らの利益が損なわれることを恐れて，同国
経済のグローバルな統合に反対した。兵頭慎次は，タンデム政権の前提条件
が約８年間のプーチン時代に達成された経済成長と政治的安定であるとし，
経済成長の停止が政治的不安定性の増大に発展していくかどうかがロシア内
政への影響を考える上で重要な要因であると論じた上で，今後，経済的な危
機によって国家資源のパイが縮小するならば，国家資源の配分を通じて形成
された権力バランスが崩れ，結果，同国の政治的安定性が損なわれる可能性
があると指摘する(61)。また，木村汎は，石油をはじめとするエネルギー資源
によって得られた莫大な利益を「資源レント(62)」と捉え，プーチン政権を
「レント・シーキング（追求）で結びついた利益集団(63)」と見なした上で，
　同上，18頁を参照。
　「レント」は通常「賃貸料」と訳されるが，「正常なレベルを越える過剰利益」という
ニュアンスで用いられる。具体的には，市場を独占することによって得られる利益，政
府による国内産業の保護・育成政策下で支給される補助金，土地や資源の急速な値上が
りによってもたらされる余剰収入等によって入手される利潤を指す（木村汎2009『現代
ロシア国家論―プーチン型外交とは何か』中公叢書，33頁を参照）。
　木村2009前掲書，33頁。
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「エネルギーの国際価格が急落すれば，「資源レント・シーキング・システ
ム」というロシアの体制は，その根源から揺らぐことになる(64)」との言及を
行っている。
　原油の国際価格が再び上昇に転じ，2009年以降のロシア経済が回復基調を
示す中で，「官僚―オリガルヒ」の陣営は石油や天然ガスをはじめとする同国
の国家中心的な資源に基づく経済モデルから脱却しようとするリベラル側の
試みを阻止しようという動きを示している。2012年３月４日，与党「統一ロ
シア」の支持の下，プーチンが投票数の63.60％を得票し，共産党のジュガー
ノフ候補の17.18％を大きく引き離して，メドヴェージェフの任期満了に伴う
大統領選挙を制した。プーチンは同５月７日に再び大統領に就任し，翌８日，
ロシア下院はメドヴェージェフ前大統領の首相就任を賛成多数で承認した。
ここにプーチンとメドヴェージェフとの間のポスト交替による新たな形のタ
ンデム政権が誕生した。同政権はメドヴェージェフ大統領時代との連続性の
中，政権内の権力バランスの構図を継続しつつ，基本的には，先述の「プラ
ン2020」の構想の下での改革を進めようとしていると考えられるが，今後の
ロシアの経済状況の推移がプーチンの下で新たに形成された現タンデム政権
の政治的安定の行方を占う上で最重要の指標となるであろうことは確かなこ
とであると言えるだろう。
　２　改革とタンデム政権の課題
　ロシアの経済成長率は，「危機」が影響した2009年には－7.8％と大きな落
ち込みを見せたが，2010年および2011年は，石油価格の高騰の中，両年とも
に4.3％の伸びを示し，また，外貨準備額も2010年３月半ばには4,360億ドル
と世界第３位の水準まで一定の回復を見せた(65)。こうして，ロシアは事実上
　同上，316頁。
　Åslund, Anders, Sergei Guriev and Andrew C. Kuchins. 2010. “Russiaｾs Course : 
Viable in the Short Term but Unsustainable in the Long Term”, in Åslund, Anders, 
Sergei Guriev and Andrew C. Kuchins (eds), Russia after the Global Economic Crisis 
(CSIS : Peterson Institute for International Economics), p. 257.
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「危機」からの脱却の歩みを示し，結果，同国のシステムは短期的には政治・
経済両面においてさしたる変化を蒙らなかったと考えられる。政治的安定を
考える上で重要な指標となるタンデム政権に対する国民の支持率も，「危機」
の最中において多少の低下傾向を示しはしたが，その低下の幅はとても小さ
なものであった。同国経済は2009年の春以降，安定し始め，メドヴェージェ
フ大統領とプーチン首相に対する国民の支持率は，同年10月にはそれぞれ72
％および78％まで高まった(66)。このことは，1990年12月段階で90％と最高値
を記録した国民の支持率が，政権末期に生じた金融危機の余波の中で1999年
には６％の水準にまで落ち込んでしまったエリツィン大統領が辿った政治的
プロセスのそれとは対照的である。しかし，今日のロシアでは，2000～08年
のプーチン時代の８年間が果たしたような急速な経済成長はもはや期待でき
ず，同国が長期的には大きな構造的問題に直面しているという風潮が大勢を
占めていると考えられる。すなわち，プーチン＝メドヴェージェフのタンデ
ム政権内においてその発足当初から提示されていたエネルギー産業に大きく
依存する偏向的な同国経済の実態をめぐる問題は，「危機」後も政権が克服す
べき課題としてそのまま残っており，現在，ロシアはその将来にわたる発展
のための包括的な改革の実施を迫られている。同国の構造的懸念をめぐる問
題との関係で，汚職の横行や法の支配の欠如，企業の国家規制といった問題
が批判的に取り沙汰されており，特に，非効率な国営企業の事実上の民営化
に向けた改革の必要性をめぐる議論がますます高まっている。最近では，ロ
シアの長期的発展のための改革の是非が論じられる場合，そうした議論の中
で，同国のいわゆる「資源の呪い」の弊害についての指摘が数多く示される
ようになっている。
　1998年の金融危機は，エリツィン時代の終焉のそれと共に，大国ロシアの
衰退を象徴する出来事として捉えられたが，その後のプーチン時代における
政治・経済両面における奇跡的な回復は地域大国としてのロシアの復活を可
　Antonenko, Oksana. 2008. “Medvedevｾs Choice”, Survival, vol. 50, no. 2, p. 52.
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能なものにした。しかし，この回復は石油をはじめとする国際エネルギー価
格の高騰に大きく依存するものであり，こうした国際価格の推移によって大
きく影響されるエネルギー資源への依存体質はその後の同国の回復プロセス
を不安定なものにし，かつ，その他の国内産業の発展を著しく制約するとい
うマイナス面の効果を伴っていた。同国において，「エネルギー輸出は，可処
分所得の大躍進をもたらしたものの，強くなったルーブリはロシアの製造業
の営為を阻害」し，「ウォッカやキャビア，カラシニコフを除くと，同国で製
造されるほとんどすべての商品は世界市場で競争力を発揮するだけの愛着を
えることができない」といった状況が生み出された(67)。また，こうしたエネ
ルギー依存の「モノカルチャーがもたらす利益はそれがもたらすマイナスを
償ってあまりある」というのがたいていのロシア人が一致する受け止め方で
あり，国民の間でのこうした自国の現状に対する危機意識の欠如が同国にお
ける改革に向けてのインセンティヴの弱さを生み出しているとの指摘もなさ
れている(68)。メドヴェージェフは自らの大統領時代において，「石油とガス
市場に依存することによってリーダーシップを遂行することは不可能であ
る(69)」との言明を行っているが，こうした「資源の呪い」をめぐる問題は今
後もロシアにおける改革プロセスの行方を論じる上で克服すべき主要な弊害
の一つとして論じられ続けることになるであろう(70)。
　ゴールドマン，マーシャル．2010．鈴木博信訳『石油国家ロシア―知られざる資源
強国の歴史と今後』日本経済新聞出版社，320-321頁。
　同上，328頁を参照。
　Åslund, Anders, Sergei Guriev and Andrew C. Kuchins, op. cit., p. 260.
　たとえば，ウラジーミル・ポポフは，2007年時点で，石油および天然ガス部門の生産
が１バレル当たり80ドルの原油の国際価格で約5,000億ドルの価値があったのに対して，
1999年時点で，その価値は１バレル当たり15ドルの国際価格では1,000億ドル以下であっ
たことを指摘し，こうした原油の国際価格の上昇がロシアにもたらした莫大な利益を「文
字通りの思いがけない天賦である」と評した上で，政権が公共財の供給や非資源部門へ
の投資といった自国経済の最も脆弱な問題に有効に対応するためにこの莫大なオイルダ
ラーを用いることに失敗したと論じている。彼によれば，ロシアは資源以外の取引商品
産業の成長を浸食するであろうルーブリの交換レートにおける騰貴といった典型的な
「オランダ病」に苛まれているとされ，こうしたネガティブな症状からの脱却は現実問
題としてとても難しいとの指摘を行っている［Popov, Vladimir. 2013. “The economic 
situation in present-day Russia”, in Black, J. L and Michael Johns (eds), Russia after 
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　さらに，ロシアの政治的安定との関係で，「危機」後の同国における構造改
革の行方を論じる上で，これまで長く懸案事項となってきた軍や年金改革の
今後の推移に目を向けることが重要であると考えられる。スティーブン・J・
ブランクは，「ロシアにおける権力の人格化という深く根づいた伝統および内
外の脅威から国を守る責務を負ったクレムリンと安全保障コミュニティ（軍
およびセキュリティ・サービス）との間の一貫して取り扱いに慎重を要する
関係を考えれば，ロシアの政軍関係が大統領の指導力の中心的な要素である」
とした上で，2008年８月に勃発したグルジアとの戦争が新しいロシア指導部
にとっての大きな転換点となっているとの指摘を行っている(71)。事実，この
グルジア戦争と相前後して，これまで，プーチン＝メドヴェージェフ政権下
のロシアでは，軍の抜本的な改革に向けての計画が大きく進められてきた。
2008年６月，プーチンは首相として，2015年までの国防支出において装備調
達の割合を大幅に増大して，ロシア軍の近代化を促進する方針を打ち出し
た(72)。また同年９月，メドヴェージェフ大統領が軍の発展に関する大規模な
プログラムを認可し，2020年までの軍改革の基礎として，常備即応戦闘兵団
への移行，指揮システムの効率性の向上，訓練・教育・技術システムの近代
化，最新兵器の装備および軍人の社会状況の改善の５項目を重点的に発展さ
せていくことを明言している(73)。
　さらに翌10月，アナトリー・セルジュコフ国防相は，スターリンの死後，
最大規模の軍改革と呼ばれるロシア軍の編成を根本的に改めるための基本的
なガイドラインを発表した。これは，兵力削減と軍の機構改編を主軸とする
計画である。こうした軍改革の流れの中で，2008年12月，ニコライ・マカロ
フ参謀総長は，「2007―2015年の国家軍備改革」に基づき，参謀本部全権委任
　2012  (Routledge), pp. 93-95.］
　Blank, Stephen J., 2011. Civil-Military Relations in Medvedevｾs Russia (Strategic 
Studies Institute), p. 78.
　江畑謙介2009 「ロシア軍・国防省改革の現状」『軍事研究』2009年１月号，38頁を参照。
　外 務 省 2009「ロ シ ア」http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/russia/data.html 
23.01.2009.
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制度の復活，軍管区における作戦・戦略司令部の設置，有戦闘経験将校およ
び指揮官経験者の重視，戦闘準備態勢の確立，2020年までの新装備の導入と
いった軍の近代化に向けた今後の改革の概要についての説明を行った(74)。こ
れとの関連において，2011年には，装備近代化のための「2020年までの国家
装備計画」が実施に移され，2020年までに近代的な装備の比率を70％にまで
高めることがその目標として設定された(75)。
　しかし，セルジュコフ国防相によるこの軍改革に対する将校団を中心とし
た軍内部での抵抗の度合いはかなり高いものであり，また，こうした改革路
線が「専門的で効率的な軍隊」を構築する上での実際の成果を上げるために
は，徴兵制をはじめとする非効率なシステムを前提とした旧態依然の軍の基
本的な構造を抜本的に改編することが大きく求められていると考えられる。
アンデレス・オスランドらは，モスクワとサンクトペテルブルク出身の若者
の徴兵率が農村出身者の６分の１でしかなく，また，富裕層の家庭において
徴兵される可能性が最貧層の20％に比べてわずか３％でしかないと指摘し，
大量動員型の現在の徴兵制が「ロシア社会の階層化の重要な決定因子であり，
それは，収入と機会において，すでに高い不平等を育て，かつ支えている」
と述べ，現行の徴兵制がロシア社会に与える弊害について言及している。ま
た，働き盛りの若手を徴兵にとられる家庭の収入は約15％の減収となるとの
試算もなされており，同制度がロシア経済に与えるその損失の大きさについ
ての批判的な見解も示されている(76)。
　こうした軍の改革問題と共に，ロシアの人口問題と密接に結びついた年金
改革のそれも，同国の長期的な発展の行方を考える上で重要な問題であると
言えるだろう。プーチンと同じく，メドヴェージェフもこの問題を重視し，
「ロシア人は年々，少なくなっている。アルコール中毒，喫煙，交通事故，
数多の医療技術の利用可能性の欠如および環境問題が数百万人の命を奪って
　河原祐馬2010「ソ連邦の崩壊とロシアの政軍関係」『岡山大学法学会雑誌』第59巻第
３・４号，284-285頁を参照。
　外務省2012前掲ホームページを参照。
　Guriev, Sergei and Alen Tsyvinski, op. cit., p. 36.
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いる。そして，出生率はわが国における人口の減少を補ってはくれない。(77)」
と述べつつ，同国における人口問題の危機的な現状に対する自らの施政下に
おける改革の緊急性を国民に対して強く訴えた。ロシアの人口は，1992年時
の１億4,870万人を頂点としてその後減少へと転じ，2012年１月現在で１億
4,306万人となっている。人口の年間減少幅は70万～100万人と言われており，
たとえば，2025年には同国の人口が１億２千万人前後の水準にまで落ち込む
との試算も出されている(78)。
　人口減少は，軍の定員を充足させるための人員確保をますます困難なもの
にしており，また，農工部門でも若年労働者の確保が次第に難しい状況を生
み出している。2006年には，こうした人口問題の解決策として本格的な少子
化対策が開始され，たとえば，プーチンは，メドヴェージェフ大統領時代に，
一人以上の出産に対して特別な手当を支給するとの具体的な提案を行ってい
る(79)。この少子化対策の一定の効果も指摘されてはいるが，同国の長期的な
人口減少の傾向には未だ歯止めがかかっておらず，それは現在も確実に労働
人口の低下を招いている。こうした労働人口の低下に対応すべく，2001年以
降，年金改革が実行に移されているが，低い退職年齢および早期退職に対す
る高い動機づけを特徴とする現行の労働環境の下では，同改革が当初の目的
に沿って成功裡に進む可能性はけっして高いものであるとは言えないであろ
う(80)。
　Åslund, Anders, Sergei Guriev and Andrew C. Kuchins, op. cit., p. 259.
　石郷岡健2006 「ロシア社会に広がる極右排外民族主義」『ロシア・ユーラシア経済調査
資料』885号，249-250頁を参照。
　人口の減少は，上述のように，ロシア連邦軍の「定員をみたすに足る数の青年をみつ
ける」のを困難にしただけではなく，「工業でも農業でも若い労働力の確保」を難しくし
ている。くわえて，出生率の低下と男性の平均寿命の低下が同国の人口減少に拍車を掛
けており，こうした状況に対する政権内の危機意識がこのプーチン提案の背景にあった
と考えられる（ゴールドマン前掲書，314頁を参照）。
　グリエフとツィヴィンスキーは，ロシアの年金改革を成功裡に導くためには，十分に
基金化された制度が必要であり，そうした制度を構築するためには，「退職年齢をひき上
げ，かつ，早期退職のインセンティヴを少なくすることを通してのみなし得るものであ
る」（Guriev, Sergei and Alen Tsyviinski, op. cit., p. 37.）との指摘を行っている。
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お わ り に
　最後に，本文でとり上げた1998年および2008～09年の２つの経済上の危機
がロシアの政治に与えた影響について比較的に論じた上で，今後の同国にお
ける改革をめぐる問題についての私見を述べることによって，本論文の締め
括りとすることにしたい。２つの危機の経済的影響を比べた場合，1998年の
それでは，銀行制度への依存度の低さなど当時のロシアの未成熟な経済状況
が同国の実体経済に与える危機の影響を相対的に少なくしたのに対して，
2008～09年のそれは，先に言及したように，規模的に見て，ロシアをＧ20の
中でも危機の影響を最も大きく受けた国の一つにした。その背景には，2000
～08年にかけての「プーチンの成長の10年」と呼ばれるロシア経済の急速な
発展プロセスがあった。すなわち，2008～09年の金融・経済危機直前のロシ
アはエリツィン時代と比べてはるかに豊かになっており，それ故にこそ，こ
の危機は1998年のそれと比べて同国経済に対して規模的にも大きな影響を与
えたと言える。しかし，これら２つの危機の政治的影響とその後の展開を比
較して見ると，それは，同国の実体経済に与えたその規模の大きさとは裏腹
に，かなり異なる様相を呈したと考えられる。
　1998年危機はロシアの政治的混乱に致命的な形で拍車を掛けるものであ
り，エリツィン大統領の支持率をさらに低下させつつ，それは，同政権の終
焉へと至る議会との対立を軸とした政治的危機の深化へと帰結した。また，
この危機を境にして，1991年１月以降，エリツィン大統領によって採られて
きた国際協調的な経済改革路線も最終的に放棄されることになった。危機後
の政治状況の中でエリツィンの後継者指名を経て誕生したプーチン政権は形
式的には政権の継承性を示してはいたが，プーチン時代における政治・経済
両面におけるその後の展開は前エリツィン政権のそれとは内実的に大きく異
なるものとなった。プーチンの施政下においては，同国の政治的安定と民主
主義の歩みが国家の強化と結びつけられて論じられ，その路線は政権２期目
の時代において，半権威主義的政治パターンと国家資本主義的経済モデルの
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強化という前エリツィン時代のそれとは異質の体制を生み出した。そして，
メドヴェージェフ大統領との間で成立したタンデム政権は，こうしたプーチ
ン路線の延長線上に基本的に位置づけられるものであると考えられる。
　2008～09年の金融・経済危機は，先に言及したように，改革派とそれに抗
するシロヴィキを中心とした「官僚―オリガルヒ」エリートたちとの対立の
構図を浮き彫りにし，タンデム政権内の分裂をさらに拡げるという政治的影
響を持つものであったが，タンデム政権は同危機を乗り切り，また，危機後
の政治・経済両面における政策転換も基本的には生じなかった。それは，エ
リツィン時代のそれとの比較において，「プーチンの成長の10年」を経て成立
したタンデム政権下のロシアが，政治・経済両面にわたって危機に対する耐
性を相対的な意味において高めた結果であるとの解釈を可能なものにする
が，同危機はまた，ロシア経済が抱える構造的な欠陥を国内外に露呈し，同
国の長期的な発展のための近代化政策遂行の必要性を政権内の改革派に強く
再認識させる効果を与えるものでもあった。
　2012年５月のプーチンの大統領再任後の現タンデム政権も，メドヴェー
ジェフ時代に政権が抱えていた政権内の権力バランスの構図をそのまま引き
継ぎつつ，タンデム政権発足当初の「プラン2020」の構想の下での近代化政
策を成功裡に進めることをその基本的な課題としているが，「改革に向けての
有効な手段は見出されてはおらず，また，近代化に向けての魔法の処方箋も
存在していない(81)」という「危機」後のロシアの現状にあって，「プラン
2020」戦略の実現はかなり危ぶまれる状況に陥っていると考えられる。「資源
の呪い」の文脈で語れば，原油価格が上がれば，改革へのインセンティヴは
相対的に減少することになり，また，それが下がれば，資源の配分をめぐっ
て，改革に対する抵抗が力を増し，結果，その政治の行方を予測することは
ますます難しいものとなるであろう(82)。以上のように，ロシアにおける改革
　Guriev, Sergei and Alen Tsyvinski, op. cit., p. 34.
　Treisman, Daniel. 2010. “Russian Politics in a Time of Economic Turmoil”, in 
Åslund, Anders, Sergei Guriev and Andrew C. Kuchins (eds), Russia after the Global 
Economic Crisis (CSIS : Peterson Institute for International Economics), pp. 56-57.
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の是非は，同国の政治的安定と民主主義の発展をめぐる問題とも密接に結び
つきつつ，こうした経済的要因の影響を強く蒙りながら，きわめて流動的な
状況に陥っていると考えられる。Ｊ・Ｌ・ブラックが正しく指摘しているよ
うに，現在のロシアは未だ「その短いポスト・ソヴィエトの歴史における揺
れ動く移行期を通過している」のであり，故に，「時の経過こそがその移行の
方向を指し示す語り手となるであろう」現時点では文字通り未知数の状態に
あると言えるのである(83)。
　※ 　本稿は，新たな資料を踏まえて，「1998年金融危機と「危機」後のロシア政
治」［平成22年度～24年度日本学術振興会科学研究費補助金・基盤研究ʙ一般
の研究成果報告書『アジア通貨危機の政治的遺産：政治の不安定をめぐる比較
研究』（研究代表者 玉田芳史）所収］に加筆修正を行ったものである。
　Black, J. L. 2013. “Concluding remarks”, in Black, J. L and Michael Johns (eds), 
Russia after 2012  (Routledge), p. 218.
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